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日本の電源構成 (2023年度、発電電力量ベース)

出典：資源エネルギー庁のデータをもとに、自然エネルギー財団が作成
kWh : キロワット時

2



日本の再エネ電力の比率の推移 (発電電力量ベース)

出典：資源エネルギー庁のデータをもとに、自然エネルギー財団が作成
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主要国の再エネ電力の比率 (2024年)

出典：国際エネルギー機関のデータを
もとに、自然エネルギー財団が作成
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再生可能エネルギー合計



RE100加盟企業の電力使用量と再エネ比率
2023年実績
545TWh
(405社の合計)

ドイツの国全体
を上回る

出典：RE100

TWh :
10億キロワット時
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ADR : 年次開示報告
(前年の状況)



主要国におけるRE100加盟企業の状況 (2023年)

国
加盟企業数
（本社所在）

加盟企業数
（事業実施）

電力使用量
合計

再エネ比率

米国 96 278 108 TWh 67%

英国 50 226 14 TWh 89%

ドイツ 17 203 12 TWh 88%

中国 8 270 77 TWh 59%

日本 87 228 44 TWh 36%

全世界 424 424 545 TWh 53％

出典：RE100のデータをもとに自然エネルギー財団が作成
TWh : 10億キロワット時
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RE100加盟企業の本社が所在する地域

出典：RE100

欧州

北米

アジア太平洋
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ADR : 年次開示報告 (前年の状況)



取引先にも再エネ電力の利用を要請

出典：日本経済新聞社
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再エネの発電コスト (2010-2024年)

出典：国際再生可能
エネルギー機関

単位：
米ドル/キロワット時

太陽光 (1/10に低下)

洋上風力 (4/10)

陸上風力 (3/10)
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日本と世界の発電コスト (2013-2024年)

出典：BloombergNEFのデータをもとに資源エネルギー庁が作成kWh：キロワット時

10



需要家主導のコーポレートPPA
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オンサイトPPAの導入例 (商業施設)

出典：イオン
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オンサイトPPAの導入例 (工場)

出典：DMG森精機
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オンサイトPPAの導入例 (駐車場)

出典：宮崎大学
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オフサイトPPAの導入例 (鉄道)

出典：西日本旅客鉄道
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オフサイトPPAの導入例 (工場)

出典：オーエスジーほか
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オフサイトPPAの導入件数 (日本国内、公表案件)
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* 需要家名を公表した案件だけを集計。自然エネルギー財団の調べによる。
契約を公表した年で分類、必ずしも契約を開始した年ではない。



選択基準 条件

環境負荷
発電設備の建設・運転時に環境に与える影響が

小さい。

持続性
持続可能なエネルギー源で電力を作り、有害な

廃棄物を生み出さない。

追加性
再エネの発電設備を新設して、既設の火力発電

や原子力発電を代替する。

地域貢献
地域社会が発電事業の恩恵を受ける。

(産業振興、雇用創出、廃棄物削減など)

再エネ電力の選択基準

18



ご清聴ありがとうございました。

本資料の図表で出典の記載がないものは
自然エネルギー財団によるものです。

発表内容は講演者の見解に基づくものであり、
自然エネルギー財団の公式見解ではありません。
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